村上市産材利用住宅等建築奨励事業実施要領

（目的）

第１条　この要領は、村上市産材利用住宅等建築奨励事業補助金交付要綱に定めのない事項について定めることを目的とする。

（補助の申請者）

　第２条　補助の申請者は、市内に村上市産材を使用して木造建築物を建築する建築主とする。

２　市外在住者が市内に住宅、事務所等を建築する場合も対象とする。

３　同一世帯における申請は、同年度内で１回、１棟限りとする。

（補助の対象）

　第３条　補助対象建築物は申請年度内に完成する建築物であること。ただし、工期の関係で完成が翌年度となる見込みの場合は、申請前に農林水産課または各支所産業課と協議するものとする。

　２　使用される木材は、村上市産材であることを証明できるものであること。（伐採届出書の写し、製材所の証明書を添付のこと）

　３　補助対象建築物に国、県等の補助金などが充当されていないこと。ただし、新潟県が実施する新潟県産材の家づくり支援事業補助金を除く。

（補助対象経費）

　第４条　補助金の交付の対象となる経費は、建築にかかる経費のうち村上市産材の購入費とする。

　２　村上市産材の購入費は、製材業者から納入された村上市産材の代金とし、建築業者の加工料は補助対象経費に含まないものとする。

　３　プレカット工場等から村上市産材を納入した場合は、補助対象経費にプレカット代金は含まないものとする。

（補助金の額）

　第５条　補助金の額は、対象経費の２０％以内とし、千円未満は切捨てて交付するものとする。

（交付の時期）

　第６条　補助金は、対象建築物完成後、実績報告書により検査、合格した後交付するものとする。

　　　　附　則
　　この要領は、平成２０年４月１日から施行する。
　　　　附　則
　　この要領は、平成２１年４月１日から施行する。　　　　

　　　　附　則
　　この要領は、平成２４年４月１日から施行する。

附　則

この要領は、平成２８年５月１日から施行する。
附　則

この要領は、平成３１年４月１日から施行する。

